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 概 要  
「国立大学の特許出願の特徴に関する調査研究」   











２．調査方法の概要                                                   
（１）分析に用いたデータ及び調査項目 












整備に関する支援制度を利用したことがある大学で、かつ 2001 年度から 2006 年度の間に 300 件
以上の特許出願を行った 12 大学5（図表 1）を抽出し、共願の相手先について従業員数や資本金額、
                                                  
1 例えば、大学知的財産本部整備事業や特色ある知的財産管理・活用機能支援プログラム、スーパー産学連携本部
などが該当する。 







ある（特許法第 30 条関係）。 
4 自国の先の国内出願を基礎として自国の後の出願について優先権を主張できる制度。先の出願の発明が基本的な
発明である場合に、その後完成した改良・関連発明を取込み、包括的発明として特許出願することができる。先
の出願の後に、実施例を追加及び明細書の不備の訂正を行うことができる（特許法第 41、42、184 条関係）。 





図表 1 調査対象とする 12 大学（括弧内は略称及び分析対象となった特許出願件数） 
北海道大学（北大、463 件） 東北大学（東北大、978 件） 東京大学（東大、837 件） 
東京工業大学 
（東工大、793 件） 
信州大学（信州大、313 件） 名古屋大学（名大、434 件） 
名古屋工業大学 
（名古屋工業大、376 件） 
京都大学（京大、893 件） 大阪大学（阪大、751 件） 
広島大学（広島大、447 件） 山口大学（山口大、349 件） 九州大学（九大、358 件） 
 
３．国立大学の特許出願の状況                                            
（１）出願人分析                                               
① 国立大学の特許出願の重心は、単願から共願に移動 
全国立大学の特許出願の件数は年々増加傾向にあり、特に 2003 年度から 2004 年度にかけて大
幅に増加している。また 2004 年度以降も増加傾向にあるが、その増加率は年々小さくなっている。 
大学のみが出願人となっている単願は 2003年度から 2004年度にかけて顕著に増加しているが、
2006 年度には減少に転じている。一方、大学に加えて他機関も出願人となっている共願は、2003
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 図表 36に示すとおり、広島大と山口大を除く 10 大学は、共願の割合が全国立大学の平均よりも


















































約 7 割から 9 割は企業である（図表 4、12 大学の共願の相手先が企業である割合の平均は 79%）。
これは、大学は実施機関ではないため、発明を実施する能力がある機関との共願が望まれている
ためと考えられる。共願の相手先企業の殆どは株式会社であり、共願の約 9 割は資本金が 1 億円
以上、従業員数が 100 人以上の大企業とのものである（図表 5）。 
 
図表 4  12 大学の共願の相手先 













株式会社 有限、合同、合資、 大学等 その他  
 
                                                  






図表 5  12 大学の株式会社との共願を株式会社の資本金額（上）と従業員数（下）で分類したもの9 
 
0.1 12.4 9.4 13.6 37.4 27.0
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
1000万以下 1000万以上1億未満 1億以上10億未満 10億以上100億未満 100億以上1000億未満 1000億以上
 
87.4%
3.5 9.3 18.7 46.3 22.1
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
































                                                  
























































































（２） 単願よりも共願の方が研究（の人的）規模が大きい                                         
全国立大学の特許出願の出願件数と発明者数との関係を見ると、単願の場合は 2 人の発明者、











































































４．大学の知的財産本部の啓発活動による効果                          


















図表 11 に示すとおり、国立大学の特許出願は 3 月や 9 月周辺に集中している。2 月や 3 月に特
許出願が集中しているのは、年度末の予算執行や報告のためが大きいと考えられる16。また 2004
分野の特許出願のみで分析すると、発明者数と大学の規模には相関がある可能性は否定できない。 











































（２）国内優先権主張制度17を用いた特許出願                                              







































                                                  
17 国内優先権主張制度を利用する基となる特許出願を先の出願とよぶ。国内優先権主張制度を用いた特許出願を
行った場合、先の出願はその出願日から１年 3 ヶ月後に取り下げたものとみなされ、公開されない。 



































５．考察                                                     
（１）大学の知的財産本部が十分な機能を発揮できるようになり、研究者の特許出願への理解が






















本調査で対象とした 12 大学の共願は、企業とのものが約 8 割であり、そのうち約 9 割は資本
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する大学の長名が出願人となっているものが多かったが、1990 年代の後半以降は承認 TLO からの出願、



















































































支援制度を利用したことがある大学で、かつ 2001 年度から 2006 年度の間に 300 件以上の特許出願を行
った（出願人となっている）12 大学を抽出し、共願の相手先について従業員数や資本金額、所在などに
ついて定量的な分析を行い、大学の特許出願の特徴を分類した。 
これらの 12 大学からの出願件数は、全国立大学からの出願の約 54%である。また全国立大学の中で
2001 年度から 2006 年度までに一度も大学名が出願人に入った特許出願の経験がない大学もあり、その
殆どは理工系学部を有さない大学であった。 
 
                                                  






ある（特許法第 30 条関係）。 
27 自国の先の国内出願を基礎として自国の後の出願について優先権を主張できる制度。先の出願の発明が基本的
な発明である場合に、その後完成した改良・関連発明を取込み、包括的発明として特許出願することができる。
先の出願の後に、実施例を追加及び明細書の不備の訂正を行うことができる（特許法第 41、42、184 条関係）。 
13 
 
図表 1-3-2  本調査でケーススタディの対象とする 12 大学28。 
（括弧内は略称及び分析対象となった特許出願件数。） 
北海道大学（北大、463 件） 東北大学（東北大、978 件） 東京大学（東大、837 件） 
東京工業大学 
（東工大、793 件） 
信州大学（信州大、313 件） 名古屋大学（名大、434 件） 
名古屋工業大学 
（名古屋工業大、376 件） 
京都大学（京大、893 件） 大阪大学（阪大、751 件） 
広島大学（広島大、447 件） 山口大学（山口大、349 件） 九州大学（九大、358 件） 
                                                  
28 本調査でケーススタディの対象とする 12 大学は、知的財産本部の体制整備に関する種々の助成事業に採択されている。













を示す。全国立大の特許出願の件数は年々増加傾向にあり、特に 2003 年度 2004 年度にかけて大
幅に増加している。これは国立大学の法人化に伴い、大学での特許管理の一元化が進んだため
であると思われる。また 2004 年度以降も増加傾向にあるが、その増加率は年々小さくなっている。 
大学のみが出願人となっている単願は 2003 年度から 2004 年度にかけて顕著に増加しているが、
2006 年度には減少に転じている。一方、大学に加えて他機関も出願人となっている共願は、2003
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図表 2-1-2 に、調査対象とする 12 大学からの特許出願件数の経年変化を示す。全出願に関し
ては、全ての大学で 2003 年度から 2004 年度の特許出願件数は顕著に増加している。しかしなが
































































































2003-2004 年度においては、12 大学全てにおいて特許出願数が増加しているが、2005 年度以
降は、そのまま増加傾向にある大学と飽和する傾向にある大学、減少している大学に分かれてい
る。 









ある。一点鎖線で示す 1 の線は、前年からの出願件数の変化が無いことを意味する。 
 単願の経年変化をみると、増加している大学と減少している大学に大きく二分されるが、2005 年
                                                  
29 2004 年 6 月時点では、大学知的財産本部整備事業に選定された 43 機関のうち 40 機関は職務発明規定を整
備している。また 35 機関に関しては知的財産ポリシーも整備している。（総合科学技術会議 知的財産戦略専門調
査会 （第 21 回、2005 年 1 月）の資料 4（http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/ip/haihu21/siryo4.pdf）より）。 
16 
 
度から 2006 年度の出願数が増加している大学も 2004 年度から 2005 年度に比べ 4 大学減少して
いる。また増加率は全体的に減少する傾向にあり、殆どの大学では、共願により注力しているもの
と考えられる。 
 共願については、2004 年度から 2005 年度は、12 大学全てにおいて増加傾向にあり、最も増加

































































































 単願及び共願の変化の値が 1 を境に、12 大学は A～D の四つに分類される。2004 年度から
2005 年度は、単願の増減だけで二分されるが、2005 年度から 2006 年度は細分化されている。大
学ごとに作成された知的財産ポリシーなどの制度が機能し始めていると思われる。 
 
 単願 共願 200４年度から 200５年度 2005 年度から 2006 年度 
A 増加 増加 北大、東大、東工大、名大、名古屋
工業大、京大、阪大、九大 （８大学）
阪大、広島大、九大（3 大学） 
B 増加 減少  山口大（1 大学） 




D 減少 減少  東工大、名大（2 大学） 
 
大学名 職務発明規定の制定 知的財産ポリシー等の制定 
北大 2004 年 4 月 1 日（施行） 利益相反マネジメントポリシー2004 年 11 月 5 日（承
認） 
東北大 2004 年 4 月 1 日（施行） 知的財産管理実施細則 2006 年 9 月 1 日（施行） 
東大 2004 年 4 月 1 日（施行） 知的財産ポリシー2004 年 2 月 17 日 
東工大 2004 年 4 月 1 日（施行） 知的財産ポリシー2004 年 2 月 6 日（評議会決定） 
信大 2004 年 4 月 1 日（施行） 職務発明補償細則 2005 年 3 月 31 日（施行） 
産学連携利益相反マネジメント規定 2006 年 4 月 1 日
（施行） 
名大 2004 年 4 月 1 日（施行）  
名工大 2004 年 4 月 1 日（施行）  
京大 2004 年 4 月 1 日（施行） 知的財産ポリシー2003 年 12 月 24 日 
阪大 2004 年 4 月 1 日（施行）  
広大 2004 年 4 月 1 日（施行） 技術移転細則 2004 年 7 月 21 日（施行） 
山大 2004 年 4 月 1 日（施行）  
九大  知的財産ポリシー2004 年 3 月 19 日（承認） 
利益相反ポリシー2004 年 3 月 19 日（承認） 
知的財産取扱規則 2004 年 4 月 1 日（施行） 
研究ライセンスポリシー、リサーチツールに関するライ
センスポリシー2008 年 1 月 31 日（施行） 
 
 調査対象とした 2001 年度から 2003 年度における国立大学からの特許出願は、国立大学の法人
化までは、特許法の 107 条及び 195 条より出願及び審査請求料、特許料が免除されていた。また
国立大学の法人化以後 2004 年度から 2006 年度は、産業技術力強化法30附則第 3 条により出願
及び審査請求料、特許料が免除されていた31。つまり特許出願件数の増減は、特許出願に係る出
                                                  
30 http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H12/H12HO044.html 














                                                                                                                                                  
請求料及び特許料第 1～3 年分が半額軽減されている（産業技術力強化法第 17 条）。 
32 文部科学省「産学連携実施状況調査」（平成 16-18 年度）の各年度の調査結果より。
http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/sangaku/sangakub/07083106.htm 
33 公開特許公報の書誌に国立大学名が入っているもののうち出願年度が 2004～2006 年になっているもの。（我が





 図表 2-1-4 に、調査対象とする 12 大学から出願された特許の出願人の人数の分布を示す。12









































































































































































                                                  
34 http://www.iic.kyoto-u.ac.jp/yugo/alliance/index.html 及び澤田芳郎、大学モデルの衝突と産学連携、高等教











































る 2001 年度から 2006 年度の間全てにおいて、共願よりも単願の割合が大きい（図表 2-1-2）。これ
は、特許出願につながった共同研究や受託研究が少ない、もしくは他者へのライセンスを考えて
                                                  
36単願の割合に共願の割合を加えたものは 100(%)となり、傾きが-1 の一次直線上にプロットされる（共願の割合(%) = 









































共願が多い大学（6 大学） 東北大、東大、信州大、京大、阪大、九大 
単願と共願が同程度の大学（4 大学） 北大、東工大、名大、名古屋工業大 

















は財産権であるため、共有に係るものは原則として民法の共有に関する規定が適用される（民法 249 条等）。 








図表 2-1-6  12 大学の共願の相手先 













株式会社 有限、合同、合資、 大学等 その他
 
 
図表 2-1-7 に、12 大学の株式会社との共願の状況を示す。共願の相手先となっている株式会
社の従業員数及び資本金額は、帝国データバンクや東京商工リサーチの企業情報データベース
より入手した。株式会社との共願のうち 87.4%は資本金額が 1 億円以上の大企業とのものである。ま






図表 2-1-7  12 大学の株式会社との共願を株式会社の資本金額（上）と従業員数（下）で分類したもの39 
 
0.1 12.4 9.4 13.6 37.4 27.0
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%




3.5 9.3 18.7 46.3 22.1
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%




















































































































































A 多い 多い 東大、東工大、信州大 
都道府県内及び管轄
区域内 
B 多い 少ない 名大、名古屋工業大、広島大 都道府県内 
C 少ない 多い 京大、阪大、山口大 管轄区域内 





（◎は本調査で対象とした 12 大学がある都道府県） 
北海道 北大 ◎北海道（一道） 








近畿 京大、阪大 福井、滋賀、◎京都、◎大阪、奈良、和歌山、兵庫（二府五県） 
中国 広島大、山口大 鳥取、島根、岡山、◎広島、◎山口（五県） 








































図表 2-1-11  12 大学のある都道府県の総生産に対する共願の出願人の管轄区域内率（左） 
及び都道府県内率（右） 







































































































































                                                  















高い 平均的 低い 
県内重視 名古屋工業大、広島大 名大  
県内及び区域内重
視 
 信州大  
区域内重視 山口大 阪大 京大 




高い 平均的 低い 
県内重視 名古屋工業大、広島大 名大  
県内及び区域内重
視 
信州大   
区域内重視  阪大、山口大 京大 










































                                                  
43 産業上利用することができる発明をした者（特許法 29 条第 1 項）。発明者の権利として、特許を受ける権利と発
明者名誉権（特許出願の願書、特許公開公報、特許証に発明者として氏名が記載される）の二つがある。 
44 発明を 2 人以上で共同して完成した場合は、特許を受ける権利は共有となり、特許を受ける権利が共有に係ると




単願 2 者（32%） 全単願のうち 1～3 者による出願が 81% 
共願 3,4 者（49%） 全共願のうち 2～4 者による出願が 81% 
 




















者により出願された特許の割合は約 10%であった（図表 2-2-2）。発明者が 3 者以上の出願におい













図表 2-2-3 に、各大学が出願人となっている特許出願の発明者の分布を示す。発明者が 9 者と




















図表 2-2-3  各大学が出願人となっている特許出願の発明者数の分布 
 
 
発明者数 単願 共願 




3 東大 信州大、阪大、広島大 
3～4 北大 北大、京大 






















































図表 2-2-5 に各大学の共願の発明者数と出願人数の関係を示す。12 大学の共願の発明者数












種アライアンスによる特許出願の場合、発明者が 1 者であっても必ず京大と 5 社つまり出願人が 6
人になっている。 
 





















































































































                                                  















































































































































































































































2004 年度より新規性喪失の例外適用の申請率が低い大学 東北大、名古屋工業大 
新規性喪失の例外適用の申請率が減少する傾向にある大学 阪大、山口大 
新規性喪失の例外適用の申請率が高くなる傾向にある大学 北大、信州大 




  200４年度 2005 年度 2006 年度 
A 東大、東工大、名大、阪大 北大、京大、名大、九大 北大、信州大、名大 
B 広島大 東大 東大、京大、九大 












-10%以下 東工大、広島大、山口大 ---- 
-10%以上-5%未満 東北大、名古屋工業大 東大、阪大、山口大 
-5%以上 0%未満 東大、名大、阪大 北大、京大、九大 
0%以上 5%未満  東北大、東工大、名大、名
古屋工業大、広島大 
5%以上 10%未満 信州大、京大  





































































































                                                  
49 自国の先の国内出願を基礎として自国の後の出願について優先権を主張することができる制度（特許法 41 条




いる。国内優先権を主張できる期間は、先の出願の日から 1 年以内でなければならない。また 2 以上の先の出願を
まとめて一つの特許出願として国内優先権主張出願をする場合は、先の出願の全てから 1 年以内でなければなら
ない。（国内優先権制度の活用ガイド～有効な権利取得のために～、（財）経済産業調査会、 創英知的財産研究
所編著、2007 年、及び特許法 第 11 版 青山紘一著、法学書院、2009 年、等 

















は約 5%であったが、その割合は年々増加する傾向にあり、2004 年度及び 2005 年度には約 10%と
なっている。 
国立大学からの特許出願においても、国内優先権制度を用いた特許出願件数は年度とともに





























                                                  





国立大学からの国内優先権制度を利用した特許出願 998 件のうち 579 件（58%）が本調査でケ
ーススタディの対象とした 12 大学からのものであった、12 大学以外の大学においても国内優先権
制度を利用できる体制整備がすすんでいるものと思われる。 
 図表 3-2-2 に 12 大学の優先権制度を利用した特許出願の状況を示す。殆どの大学で 2003 年
度より優先権制度を利用した特許出願が増加する傾向にある。 
 
















































































































































































































































を利用した共願 単願が多い大学 共願が多い大学 
A 多い 多い ----- ----- 
B 多い 少ない 山口大 東大、名大 




D 少ない 少ない 広島大 名古屋工業大、九大 
 
第 2 章の第 1 節で述べたとおり、本調査で対象とした 12 大学のうち広島大と山口大を除く 10 大
学は単願よりも共願による特許出願が多い。この 10 大学の国内優先権制度の利用状況は、単願














 第４章 考察 
（１）大学の知的財産本部が十分な機能を発揮できるようになり、研究者の特許出願への






















本調査で対象とした 12 大学の共願は、企業とのものが約 8 割であり、そのうち約 9 割は















図表 A-1-1 に内国人による日本国特許庁への特許出願の推移を示す。2000 年以降、内国人













































                                                  
















図表 A-1-2  2006 年に各都道府県から出願された特許出願件数（日本人によるもの）、都道府県内の国立大学か













1 東  京 173,021 1 東  京 720 1 鳥  取 23.3 
2 大  阪 57,679 2 大  阪 331 2 宮  城 22.5 
3 愛  知 28,933 3 愛  知 289 3 鹿児島 18.2 
4 神奈川 24,222 4 宮  城 274 4 北海道 16.2 
5 京  都 10,054 5 京  都 212 5 徳  島 11.8 
43 秋  田 188 43 島  根 8 30 兵  庫 1.0 
44 大  分 175 44 滋  賀 6 31 埼  玉 0.8 
45 沖  縄 175 45 和歌山 6 32 大  阪 0.6 
46 青  森 155 46 山  形 4 33 東  京 0.4 










55特許行政年次報告書 200９年版 ＜統計・資料編＞、特許庁 2009 年 6 月より。東京都、大阪府、愛知県、神奈
川県、京都府からの特許出願件数は全出願の約 85%。 
56国立大学の特許出願件数は 2006 年に出願されたものを（独）工業所有権情報・研修館の特許電子図書館より
2009 年の 9 月末日に入手した。同一都道府県内にある国立大学間の共願がある場合は、特許出願の件数を 1 件
とした。東京都、大阪府、愛知県、宮城県、京都府にある国立大学が出願人になっている特許出願は、全国立大
学からの特許出願の約 46%。 
57国立大学からの特許出願が 30 件以上ある 34 都道府県を対象とした。括弧内の数字は都道府県内の国立大学か
らの特許出願件数/都道府県内からの特許出願件数。 
